
【職歴・経歴】
197９年4月、安田火災海上保険（現損保ジャパン）入社。
三重支店⇒大分支店⇒北東京支店⇒岩手支店⇒岐阜支店での営業実務・管理者。
京都支店自動車営業部長、中国業務部長、確定供出型年金（DC）推進部長を経て
2009年4月から関西地区（京都・滋賀・奈良・和歌山）での専業代理店経営相談部
長実務を5年。合併、研修社員採用など経営全般の相談件数は延べ400回以上。

2014年4月から本社営業企画部にて全国の経営相談部長約５０名の活動支援
（研修企画、業法改正教育、セミナーコーディネート）など幅広い社内外活動を
行う。

2019年3月末で同社を退職し、（株）粕谷企画を設立。
同年より日本損害保険代理業協会アドバイザー、ＲＩＮＧの会アドバイザーに就任
し、保険業界全体の各種企画業務《保険業界のディレクター》をキャッチフレーズ
に代理店経営の支援活動をスタート。また、自らも各地でセミナー・講演活動を行
っている。

【受託業務】
◇日本損害保険代理業協会 代理店経営サポートデスク 経営相談室長
◇日本代協アカデミー内ネット番組「こちら代理店経営相談室」制作及び
番組進行ナビゲーター（2019年度は10回、2020年度は６回収録・放映中）
◇代理店向け教育コンテンツ「ZYRUSアカデミー」運営アドバイザー
◇損害保険会社顧問2社

昭和32年１月23日
血液型AB
事業承継M＆Aエキスパート認定

本社��東京都中央区勝どき
３丁目１５の３・４階

携帯��０９０ｭ４８６４ｭ ７３９７
Mail :dkb53sk@gmail.com

【セミナ-講師実績】
◇保険代理店のBCP対策＆事業継続力強化計画認定申請の実務 他
◇中小企業の事業承継課題に寄り添う保険代理店とは

本日の講師紹介 90分



セミナー本編の前にアイスブレイク :「地震10秒診断」をスマホでトライ��

https://www.jishin-hoken.jp/10sec-sim/

●デジタルコンテンツ「地震10秒診断」
「地震10秒診断」は、アクセスする利用者の現在位置において、今後30年以内に震度5弱～
震度7までの5段階の揺れに見舞われる確率を表示。その規模の地震が起きた場合に想定さ
れる、①停電日数、②ガス停止日数、③断水日数、④家屋の全壊確率（木造及び鉄骨コンク
リート造）、⑤出火確率の5種類のシミュレーション結果を提供します。
利用者が「現在地で診断」ボタンをワンタップするだけで、簡単に結果を見ることができ、
ライフラインの復旧予測は「早い」・「平均」・「遅い」の3段階、家屋の全壊確率は「木
造」か「鉄筋コンクリート造」を切り替えて結果を表示できます。
※「条件を変えて診断しなおす」は画面を上にスクロール ０

https://www.jishin-hoken.jp/10sec-sim/


代理店ＢＣＰ策定ガイダンスセミナー

基礎編

一般社団法人
長野県損害保険代理業協会

一般社団法人

日本損害保険代理業協会

２０２１年２月２４日
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日本の中小企業におけるＢＣＰ対策の実態
～中小企業が緊急事態を生き抜くために～ (平成２４年度版中小企業庁経営レポートのメッセージ）

□大地震、集中豪雨、洪水などの災害や新型インフルエンザなどの
不測の事態に見舞われた時、あなたの会社は、生き残ることができますか��
⇒事業継続・成長による地域の活力維持

□従業員を守れますか ?
⇒雇用の確保による生活の維持

□お客様の信頼を維持できますか ?
⇒すべての企業に課せられた「使命」の維持

経営者であるあなたは、こうした緊急事態に遭っても、何とかして自社の製品・
サービスを供給して会社を存続させたいと考えるはずです。
しかし、いざ緊急事態という時に、あなたが普段と同じように判断し、的確な行動が
取れるでしょうか ?

ポイント : 中小企業のＢＣＰ策定率は１６．９％ (2019年版中小企業白書より）

全事業共通コンセプト : 事業継続計画（ＢＣＰ）を作って信頼を高めよう ! １



確認 専業代理店のＢＣＰ策定率は ? □１０～２０％ □２０～４０％ □４０％以上
一般企業のBCPの策定状況、では保険代理店の策定率は ?

２



①「“いざ”という時こそ頼りになる存在であること」が必要 !
＝お客さま目線で考える !
⇒顧客の要求に応えるには、早期復旧と事業継続が必要で、BCPの重要性は一般企業以上に高い
と言えます。

②自社の経営資源が“ヒト”に集中している
⇒従業員の安全確保と雇用維持、ヒトと並び重要な“情報”の保全がBCP運用の柱になります。

③平時の日常業務との関連性、重要性が高い
⇒保険人”としての使命感を持って、お客様のリスク回避・軽減策を講じていく必要があります。

何故、専業代理店にBCPが必要か ?

BCPがある企業(代理店）
・事業早期復旧
・業務最低稼動維持

BCPがない企業(代理店）
・復旧の遅延
・業務稼動不能

信用アップ・経営安定 顧客の流出・経営悪化
VS

３



発災前 発災後

時間軸

災害発生
BCP実践前の予想復旧曲線
一般企業のBCP実践後の復旧曲線
代理店のBCP実践後の復旧曲線

100%

災害事故対応業務

継続する必要のある業務

損害保険代理店における復旧曲線(一般中小企業との相違）
ポイント !「発災後には地域医療機関と同様に、直ちに高いサービスレベルが求められる」

４
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代理店ＢＣＰの策定目的＝保険代理店の社会的使命を守る「代理店成長戦略」

将来にわたってお客さま
を守る ! ＝成長戦略・事業承継

常に顧客に向き合い
顧客に寄り添う姿勢

保険契約者と保険会社を
「繋ぐ」（Connect ）存在

お客さまにできること、
必要なことは何なのか

より質の高いサービスを
提供できるように体制を
整備すること

緊急時の意識と行動

平常時の意識と行動

切
り
替
え

ス
イ
ッ
チ
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●保険代理店という仕事は、損害保険の幅広い普及を通じてお客さまを危険や災害から守り、
経済生活の安定を図るという重要な社会的役割を担っています。そのため災害時にこそ平時と
変わらない品質、あるいはそれ以上の品質で、お客さまにサービスを提供することが求められます。

確認 : 自社の経営理念は何ですか ?
□地域社会に貢献する □お客さまの安心・安全に寄与する □地域と共に成長 など
「 ※自社の経営理念と照らしてみる/見直してみる 」

●災害時には、保険代理店の従業員自身も被災者のひとりになっている可能性が高くなり、
災害時にも平時と変わらない品質を維持するには、事前の対策と計画が必要です。
その事前の対策と計画こそが、代理店BCPの策定です。
有事の際にいち早く事業を復旧し、お客さまや地域社会に安心と満足をお届けする保険代理店
として求められる役割を果たすことが重要です。

確認 : ＢＣＰを策定している企業（代理店）と,していない代理店の差は何でしょうか ?
□リスク意識の差 □自社に即したものがない □時間と人と費用がない
「 」

専業代理店におけるBCPの重要性

６



ＢＣＰ策定はゴールではありません ! ＰＤＣＡで見直しが重要です
チェックシート＆Ａ３シート作成

社員の安否確認・災害を想
定したBCPの訓練(事業再
開の想定トライアル等）と
見直しを年１回以上実施

経営者・ＢＣＰ責任者が訓練での不具合項目を確認
※対策本部の形骸化をけん制

策定済みＢＣＰ項目の
点検・維持・更新
全員への周知・徹底

計画

改善 実行

評価

ＢＣＰ文化の
定着を図る

７

※事業継続力強化計画認定申請
の必須項目��
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日本代協会員用 代理店BCP策定簡単ガイドの解説

８



BCPシートの全体イメージの解説

９



オプション : 事業継続力強化計画認定申請制度マニュアル
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参考 : 社員全員でＢＣＰ意識のベクトル合わせ ※事業継続力強化計画認定申請支援マニュアル(オプション）
診断結果

「はい」の回答数 （％）
Ａ��社員対策 3 /  5 60%
Ｂ��顧客対応 4 /  5 80%
Ｃ��事務所運営対応 2 /  5 40%
Ｄ��機材・デ ータ管理対応 5 /  5 100%
Ｅ��その他社内体制・連携 5 / 10 50%

60%

80%

40%

100%

50%

0%

50%

100%
Ａ：社員対策

Ｂ：顧客対応

Ｃ：事務所運営対応
Ｄ：機材・データ
管理対応

Ｅ：その他社内体
制・連携

緊急度と重要度が高い項目の共有と
経営者層と社員間での意識差を確認

確認 自社の状況をチェックシートにはい・いいえ
で回答して下さい(全30問）

確認事項

Ａ��社員対策

人 1-① 従業員全員の自宅や携帯電話等の緊急連絡先リストを用意していますか��

人 1-② 従業員や家族の安否確認が報告・共有されるルールができていますか��(メール・ＬＩＮＥ・メッセンジャー・ｄｉｒｅｃt・安否確認システムなど）

人 1-③ 災害発生時に避難する方法や場所、出社に関する判断基準(要員・ルート）を定めていますか��

人 1-④ 災害発生初動時の社員用として必要な飲料水や非常食以外の生活用品（携帯ラジオ、毛布など）を用意し,定期的なメンテナンスをしていますか��

人 1-⑤ 災害時における「契約更改の特別対応」について、社員に対する教育と確認で周知徹底していますか��

Ｂ��顧客対応

情 2-① 被災や停電で、事務所内に設置のPCが使用できない場合の顧客対応（更改・事故）代替手段はありますか��

情 2-② PCが使用できない場合でも顧客の連絡先を確認出来る方法（リスト化等）はありますか��

物 2-③ 社有車が被災し使用できない場合の、代替手段（自転車など）はありますか��

防 2-④ 契約の満期切れ、現金による集金遅れ防止のための早期更改とキャッシュレス化はできていますか��

情 2-⑤ 被災顧客から早期コンタクト（事故受け付け・相談）のためのHPの充実や複数通信手段はありますか��

Ｃ��事務所運営
対応

物 3-① 事務所の耐震構造や風水害に耐えうる構造であることを確認していますか��

物 3-② ハザードマップで事務所周辺の地震・水害・津波・土砂崩れなどのリスクを把握していますか��

物 3-③ 事務所内の棚・キャビネット・デスクトップ型ＰＣなどの転倒防止のための対応をしていますか��

物 3-④ 事務所が使用できない場合の代替事務所を選定し、一定期間（1カ月以上）借りる手配ができますか��※被災程度が大の場合

金 3-⑤ 1ヶ月程度の事業運転資金に相当する自己資金(現預金）を確保していますか��または緊急時の融資について確認・検討していますか��

Ｄ��使用機械保
守とデータ管理対
応

情 4-① 代理店事業活動に利用している重要な情報（電子データや書類など）はバックアップをとっていますか��

情 4-② 上記（4-①）のバックアップは、耐火金庫や他の場所（電子データはクラウド上等）に保管していますか��※個人情報・個人データに関するものは自社管理規定に準拠する。

情 4-③ 代理店事業に利用しているパソコン・プリンター等が使用不能となった際に、代替機材の早期調達についての外部連携はありますか��

物 4-④ 災害発生時においてライフライン停止時の対応手段を準備していますか��（自家発電機・バッテリー ・電気自動車など）

情 4-⑤ 災害発生時に連絡する行政機関・商工会議所など公共機関等の連絡先リストを作成していますか��

E��その他社内体
制
関係機関との関
係

防 5-① 災害発生時(非常時）における店主を中心とした対策本部の立ち上げなどの緊急時体制はできていますか��

防 5-② 自社及び地域の被害状況に対する把握と被害情報について保険会社・県代協など関係諸団体・主要顧客と共有できる体制ができていますか��

防 5-③ 災害発生時に店主や経営者が出社できない場合に、代理で指揮を執る体制を定めていますか��

防 5-④
災害発生時に事務所が直接的な被災を受けた場合を想定し、保険会社や主要取引先への連絡等、短期間、必要最低限の
対応ができる場所を確保していますか��（経営者・幹部役員の自宅など）
※被災程度が小や災害対策本部立ち上げの初期動作としての短期間を想定

防 5-⑤ 災害発生時に会社の事業活動に及ぼす影響（契約不能期間などによる手数料減や解約戻し入れ）など収益リスクを検討していますか��

防 5-⑥ 被災により、長期間にわたる業務・サービス中断に備え、予め保険会社との連携内容を検討していますか��

防 5-⑦ 被災時に代理店事業の継続ができなくなり、契約更改や事故サービス等が中断した場合、個人顧客や法人取引先等との関係から“許容される中断期間”を認識していますか��

防 5-⑧ システム中断（見積り・計上事務など）に備えた代替措置を保険会社と検討していますか��※広域大規模災害で保険会社インフラも影響を想定

防 5-⑨ 主要顧客に対して地震や洪水等の想定被害の情報をホームページやハザードマップ等で把握・提供していますか��

防 5-⑩ 店主または責任者が災害発生時を想定した訓練（防災、避難等）と対策会議を各年1回以上実施していますか��（防災ＰＤＣＡ）
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課題 : 社員対策 はい・いいえ
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「中小企業の事業活動の継続に資するための中小企業等経営強化法等の一部を改正する法律」
（通称 : 中小企業強靱化法）が2019年7月16日に施行され、事業継続力強化計画認定制度が制定されました。
BCPを策定することにより、認定制度の基準も満たすことを目指しています。（認定取得企業は税制・融資・補助金
などの支援措置がある等、中小企業に大きなメリットがある制度となっています。） ※保険代理店も対象企業です
。
事業継続力の獲得（目指す姿）

① 自然災害等の脅威発生時の甚大被害発生の確率減少
② 被害発生時の迅速な対応行動の実現
③ 甚大被害発生時にも復旧可能な財務体質や支援体制の確保
④ 現実的な継続改善のプロセスの定着

事業継続計画(BCP)
① 重要業務と目標復旧時間の実現（ただし必要に応じて）
② 事業継続戦略（復旧・代替・お互い様など）
③ 業務復旧・再開対応体制と再開プロセスの明確化
④ 継続的改善プロセスの明確化と訓練計画の策定

事業継続力強化計画（認定事業）
① 事業継続力強化の必要性の認識
② 脅威と発生時の被害発生の認識
③ 必要な事前対策（防災＋事業継続、
訓練の実施を含む）の抽出と実施計画の策定

④ 初動対応体制と行動プロセスの明確化
（人命安全確保～被害状況把握～顧客報告）

代
理
店

ＢＣＰの策定ができたらチャレンジ ! 「事業継続力強化計画認定申請」制度
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保険代理店が事業継続力強化計画認定申請するメリット
【ポイント１】
申請する企業が発災後の資金調達方法について確認・記載する
項目があります。

【ポイント２】
保険会社から無料で提供されている「ハザードマップ」を提供すること
ができます。
事業継続力強化計画認定申請制度は、頻発する大型自然災害に
対して、中小企業・小規模事業者のBCP策定が進まないことが創設の背
景にあります。
認定申請のスタートは、企業の立地環境に対するハザードリスクの確認
です。
【ポイント３】
代理店も申請対象企業であり、各種優遇措置が得られることもあります
が、自社が早期に認定申請した経験を活用して、取引先企業への
アドバイスを行うことが重要です。
できます。

代理店の名刺・会社案内・ホームページなどの
媒体に認定マークを掲示することができます。
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（メディア情報）各地の保険代理店さんも認定申請に取り組み !
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参考資料



【参考】Google Earthで上空からの地形等を確認

Q:事務局の浸水洪水想定は ?

17



18

土砂崩れ事務局

洪水
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地震ハザードステーション



誰がどのように
繋げるのか

地域の安心と安全の
ための具体的な活動の
ヒントがここに��

SDGs目標１１との
関係からも考える��
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2019年の台風15号・21号でも、広域で、大規模な
水災被害が発生しました。
「そんぽＡＤＲセンター」への相談・苦情の中でも
多かったのが「水害へ対応する補償とはなっていな
かった」という申し入れでした。

頻発する水害への備えの意識調査に学ぶ
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202１年はハザードマップがキーワード ! ?
日経新聞(2020年8月4日朝刊1面）記事概要は以下の通り。

１．損害保険大手が企業向けの保険で水害リスクに応じた地域別
料金を導入する。

２．浸水リスクの高低で保険料を変動させる。

３．導入時期は２０２１年１月から。

４．適用内容は各保険会社ごとに違いがあるが東京海上はマイナス２％
からプラス１０％の範囲で3段階のイメージ。

５．ハザードマップは水害の多発を受けて「100年に一度」の基準から
「1,000年に一度」の大雨を想定して作成するように厳格化。
※河川計画想定被害から最大想定被害への転換

この記事を見て、皆さんは今から何を準備しますか ?

２２



初めてでも大丈夫 !
みんなでつくる
代理店ＢＣＰ

そして、法人顧客
のBCPサポートへ !
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